


平成 26 年 【 第 1 回 】 
「 補 災 事業 所 復興 状況 調査 」 結果 報告 











目的 

東日本 大 震 災 津波 で 被災 し た 市 町 村 の 産業 ( 主 に 商工 業 ) の 復旧 、 復 興 状 況 
を 把握 し 、 適 宜 復 興 に 関す る 施策 立案 に 反映 させ る た め 、 被災 事業 所 を 対象 に 
状況 調査 を 定期 的 に 実施 する 。 


(1) 調査 対象 
被災 12 市 町 村 の 商工 会 議 所 又は 商工 会 の 会 員 等 で 被災 し た 事業 所 を 中 心 と し た 
2,335 事 業 所 (調査 対象 者 の 詳細 は 、 下 記 「 留 意 事項 」 の 1、2 を 参照 の こと ) 
(2) 調査 方 法 
郵送 調査 法 、 イ ンタ ーネット 調査 法 
(3) 調査 時 点 
概ね 平成 26 年 2 月 1 日 時 点 
(4) 調査 項目 
被災 の 状況 ノ 事業 の 再開 状況 ノ 事業 所 の 復旧 状況 
雇用 の 状況 ・ 今 後 の 雇用 予定 ノ 業績 (売上 ) の 状況 ノ 現在 の 課題 
(5) 回 収 結果 
有効 回 収 率 65.1%(1, 520 事 業 所 2, 335 事 業 所 ) 
(6) 回 答 事 業 所 の 属性 
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D 産 葉 分 類別 る 市 町 村 別 
中 事業 所 数 
入野 0.5% 宮古 市 ー19 1% 
2.6% 山田 8 9.2% 
3.0% ”大 要 7.4% 
(水産 加工 業 除く ) 0.5% ”每 石 市 12.9% 
卸売 ・ 小 売 業 0.6% 大 船渡 市 28.2% 
その 他 0.8% 陸前 高 14.3% 
未 回答 0.9% 
③ 被 災 状 況 別 _ 
津波 に よる 建物 被害 津波 に よる 設備 等 被害 
被害 区 分 割合 被 二 区 分 割合 
全壊 75.9% 
EE 8.5% 
部 失 4.5% 
被害 な し 1.0% 














10.1%  ※ 合 計 は 全て 1.520 








! ※ 留 意 事項 ※ 

, 1. 調 査 対象 事業 所 に つい て 

: 商工 会 議 所 又は 商工 会 の 会 員 事業 所 で あっ て も 、 以下 の 事業 所 は 平成 26 年 第 1 回 (2 月 ) の 調査 対象 か ら 
i 除外 し て いる 。 
; ① 商工 業 に 該当 し な い 事 業 所 (農林 水産 業 、 医 療 機関 、 ア パー ト 経 営 者 等 ) 

i @ 平成 24 年 第 1 回 調査 名 短 作 成 時 点 (平成 24 年 1 月 時 点 ) で 廃業 が 確定 し て いた 事業 所 や 住所 不明 の 
事業 所 (調査 対象 事業 所 を 固定 する た め 、 その後 住 所 が 判明 し て も 調査 対象 事業 所 に は 加え て いな い ) 





















































! 2. 集計 方 法 に つい て 
i 各 設 問 項目 の 調査 結果 は 、 回 答 の あっ た 事業 所 (1,520 事 業 所 ) か ら 、 被害 な し と 回 答 し た 事業 所 (4 事業 
! 所 ) を 除外 し た 、 1.516 事 業 所 で 集計 し て いる 。 
























































i た だ し 、「 事 業 再開 の 状況 (o2)」、「 事 業 所 の 復旧 状況 (3)」、「 業 績 の 状況 (p6)」 で は 、 過去 の 調査 結果 と の 
! 比較 の た め 、 前 回 まで の 調査 で 廃業 が 確認 で きた 262 事 業 所 を 加え た 1.778 事 業 所 で 集計 し て いる 。 




















条 = 1 調査 結果 の 概要 ( 1 事業 再開 の 有無 


〇 事業 所 の 再開 状況 で は 、「 再 開 済 」 と 回 答 し た 事業 所 は 57.2% (1.017/1,778) で 、 前 回 
(56O%) と 比べ て 1.2 ポ イン ト 上 昇 し 、「 一 部 再開 済 」 と 回 答 し た 事業 所 は 19.1% 
(339/ 1,778) で 、 前 回 (21.7%) と 比べ て 2.6 ポ イン ト 低 下 し た 。 

「 再 開 済 」 又 は 「 一 部 再開 済 」 と 回 答 し た だ 事業 所 は 76.3% で 、 前 回 (77.7%) と 比べ て 1.4 
ポイ ント 低下 し た 。 





〇 産業 分 類別 で は 、「 再 開 済 」 又 は 「 一 部 再開 済 」 と 回 答 し た 事業 所 は 、 建 設 業 が 89.5% 
(205/229 : 前 回 93.9%) で 最も 割合 が 高く 、 卸 売 小売 業 が 73.0% (414/567 : 前 回 
73.5%) で 最も 割合 が 低かっ た 。 

〇 事業 を 再開 し た 場所 (予定 を 含 お ) は 、「 同 じ 市 町 村内 」 ( 震 淡 前 と 同じ 場所 又は 同じ 市 町 
村 で 異な る 場所 の 合計 ) と 回 答 し た 事業 所 が 93.8% (1.356/ 1.446) で あっ た 。 


















































































































































邊 1 . 再 開 済 (1017) 2. 一 部 再開 済 (339) ロ 3. 再 開 予 定 (38) 
4. 検 討 中 (52) ロ 5. 廃 業 (281) g99. 未 回 答 (51) 
今回 (H26.2) 
前 回 (H25.8) 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
ぐ 産 業 分 類別 の 再開 状況 > 
水産 
加工 業 
製造 業 
(水産 加 
工 除く ) 
卸売 
小売 業 
その 他 
前 54.2% 0 RT EE トト 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
② 再 開 又 は 再開 予定 の 場所 时 1 再 了 污 、 2 一 8 再開 、.3 再 開 予定 、4. 再 開 を 検討 中 を 選択 し た 事業 所 の み 回 答 

邊 1. 被 災 前 と 同じ 場所 (707) 回 2. 被 災 前 と 同じ 市 町 村 で 異な る 場所 (649) 

ロ 3. 被 災 前 と 異な る 市 町 村 (36) ロ 4. 未 定 (29) 

ロ 99. 未 回 答 (25) 

再開 場所 48.9% NS 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 











※1: 凡例 内 の ( ) は 、 今 回 調査 の 集計 対象 事業 所 数 を 示す 。 
※2: 全体 及び 産業 分 類別 集計 の 「 廃 業 」 に は 、 今回 調査 で 「 廃 業 」 と 回 答 し た 19 事 業者 に 、 前 回 調査 で 「 廃 業 」 が 確認 
され た 262 事 業者 を 加え た 。 


EE 
害 を 受け た 建物 や 設備 の 全体 的 な 復旧 の 程度 











直接 被害 を 受け た 建物 や 設備 の 復旧 状況 で は 、「 お よ ぞ 半分 以上 復旧 (<1~3 の 合計 ) 」 と 
回 答 し た 事業 所 は 51.0% (9O6/ 1,7 78) で 、 前 回 (5O00%) と 比べ て 1.0 ボ イント 上 昇 し 
だ 。 

一 万 で 、「 復 旧 が 進ん で いな い (5,7 の 合計 ) 」 と 回 答 し た 事業 所 は 23.8% (424/ 


1.7 78) で 、 前 回 (23.5%) と 比べ て O0.3 ポ イン ト 上 昇 し た 。 


〇 産業 分 類別 で は 、「 お よ ぞ 半分 以上 復旧 」 と 回 答 し た 事業 所 は 、 水 産 加 工業 が G9.0% 
(6O/87 : 前 回 G8.5%) で 最も 割合 が 高く 、 卸 売 小売 業 が 41.6% (236/567 : 前 回 
41.9%) で 最も 割合 が 低かっ た 。 


〇 前 回 調査 と 比較 する と 、「 お よそ ぞ 半 分 以上 復旧 」 と 回 答 し た 事業 所 の 割合 が 最も 上 昇 し た 
の は 製造 業 で 、 前 回 (61.7%) か ら 4.7 ボ イン ト 上 昇 し 66.4% (99/149) で あっ た 。 












































































































1. ほ ぼ 震 災 前 の 状態 に 復旧 し た (611) 2. お よそ 3/4 程 度 復旧 し た (169) 

ロ 3. お よそ 半分 復旧 し た 26) 日 4. お よそ 1/4 程 度 復旧 し た (36) 

5. あ まり 復旧 し て いな い (47) P6. 仮 設 店 舗 ・ 事 務 所 で 再開 (345) 

7. 全 く 復旧 し て いな い (377) 99. 未 回 答 (67) 

_ 2.0% D4 
今 回 (H26.2) 上 NT 
前 回 (H25.8) グー rr 8.9% 
me rn AS EN 


0% 20% 40% 60% 80% 100% 











ぐ 産 業 分 類別 の 事業 所 の 復旧 状況 > 





3.0% 5.1% 6.1% 
NR MATS 


Mb ゴー 2 





人 
古山 
Xe 




















i 3.3% 3.3% 4.3% a 
ENN DZONE 
0.0% 4.7% 
和 NN UN 
(水産 加 43% 31% 











弄 売 


小売 業 








5.6% 2.3% 1.5% 


34.0% DS ググ 1 RNN 
9 ヨク BR ルク HEHHHSNE 


0% 20% 40% 60% 80% 100% 





その 他 




















※1: 凡例 内 の ( ) は 、 今 回 調査 の 集計 対象 事業 所 数 を 示す 。 
※2: 全体 及び 産業 分 類別 集計 の 「 全 く 復 上 昌 し て いな い 」 に は 、 今 回 調査 で 「 全 く 復旧 し て いな い 」 と 回 答 し た 115 事 業者 
に 、 前 回 調査 で 「 廃 業 」 が 確認 され た 262 事 業者 を 加え た 。 


3-3 調査 結果 の 概要 (3) 雇用 の 状況 


〇 固 火 前 と 現在 の 従業 員数 の 状況 で は 、 震 淡 前 に 比べ て 多く の 調査 対象 事業 所 で 従業 員数 が 
減少 し た 。 

現在 の 従業 員数 を 前 回 調査 と 比較 する と 、「O 人 」 「1~4 人 」「5~9 人 」 の 割合 が 上 昇 
し た 一 訪 、「1O>49 人 」「50 て 89 人 」 の 割合 が 低下 し た 。 


〇 回 答 の あっ た 事業 所 の 今年 8 月 頃 ま で 〈 半 年間) の 雇用 増 数 は 、「O 人 」 が 9.7% 


(877/1.259) で 最も 割合 が 高い 一 廊 、 一 人 以上 の 雇用 増 を 予定 し て いる 事業 所 は 3O.3% 


(382/1,259) で めった だ 。 
また 、 今 年 8 月 以降 に 一 人 以上 の 雇用 増 を 予定 し て いる 事業 所 は 21.4% (244/1.138) 


で あっ た だ 。 

O 回 答 の あっ た 事業 所 の 雇用 増 数 を 含 計 する と 、 今 年 8 月 まで の 間 に 約 1,500 人 (1 事業 所 
平均 1.2 人 ) 、 今 年 8 月 以降 に 約 1.000 人 ( 同 平均 09 人 ) 、 合 計 で 約 2,50O 人 ( 同 平均 2.1 
人 ) の 新た な 雇用 が 見 込ま れる 。 
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国 0 人 四 1~4 人 ODO5~9 人 日 10~49 人 G50~99 人 e100 人 以 上 
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0% 20% 40% 60% 80% 100% 





_② 今 後 の 雇用 予定 者 数 


0 人 日 1~4 人 ロロ 5 て 9 人 日 10~49 人 50 て 100 人 100 人 以上 




















H26.8 月 以降 の 雇 
用 予定 





H26.8 月 まで の 
雇用 予定 














0% 20% 40% 60% 80% 100% 





※1: 従 業 員数 、 雇 用 予定 者 数 は 、 人 数 を 記入 し て いた だ いた も の を 分 類 し た 。 
※2: 未 回 答 の 事業 者 は 集計 対象 か ら 除 外し た 。 


【 参 考 : 今後 6 カ月 間 (概ね 平成 26 年 8 月 まで ) の 雇用 予定 事業 所 数 】 
ぐ 正 規 、 非 正規 別 の 雇用 予定 事業 所 数 > 














口 正规 ロ 非 正規 








事業 所 











1 5 1 6 
| 9 4 9 8 0 
人 人 入 9 ) 人 

上 


ぐ 産 業 分 類別 の 雇用 予定 事業 所 数 > 
生 0 人 四 1~4 人 DG95~9 人 日 10 て 49 人 日 50 て 100 人 100 人 以上 


2.1% 1.0% 













1 NN RR Hos 


4.5% 0.0% 





製造 業 (112) 
(水産 加工 除く ) .0% 
2.3% 0.8% 
卸売 小売 業 a 
(397) R 13.6% I 0.3% 


その 他 


(493) RS SS: 目 cow 


0% 20% 40% 60% 80% 100% 


※1: 従 業 員 数 、 雇 用 予定 者 数 は 、 人 数 を 記入 し て いた だ いた も の を 分 類 し た 。 

※2: 未 回 答 の 事業 者 は 集計 対象 か ら 除 外し た 。 

※3: 正規 ・ 非 正規 社員 の 雇用 予定 事業 所 数 は 重複 回 答 が ある た め 、p4「② 今 後 の 雇 用 予定 者 数 」 の 割合 と は 一致 
し な い 。 





調査 結果 の 概要 (4) 業績 (売上 等 ) の 状況 





現在 (平成 26 年 2 月 1 日 頃 ) と 岩 災 前 (平成 23 年 3 月 1 日 頃 ) を 比較 し た 業績 (売上 等 ) の 変化 


〇 業績 (売上 等 ) の 状況 で は 、「 震 淡 前 と 同 程度 又は 上 回 っ て いる (1.2 の 合計 ) 」 と 回 答 
し た 事業 所 は 38.0% (675/ 1,778) で 、 前 回 (37.4%) か ら O.6 ポ イン ト 上 昇 し た 。 
ーー 方 、「 震 災 前 より も 減少 し た (3<6 の 合計 ) 」 と 回 答 し だ 事業 所 の 割合 は 58.3% 
(1.036/1.778) で 、 前 回 (57 5%) か ら O0.8 ポ イン ト 上 昇 し た 。 
〇 産業 分 類別 で は 、「 震 淡 前 と 同 程度 又は 上 回 っ て いる 」 と 回 答 し た だ 事業 者 は 、 建 設 業 が 
78.2% (179/229 : 前 回 8S5.3%) で 最も 割合 が 高かっ た 。 
最も 割合 が 低かっ た の は 水産 加工 業 の 17.29%% (15/87 : 前 回 14.1%) 、 次 いで 卸売 小売 
業 が 28.4% (161/567 : 前 回 25.9%) で あっ た 。 






































邊 1. 震 災 前 より も よい (369) 回 2. 同 じ 程度 (306) ロ 3.1/4 程 度 減少 (317) 
4. 半 分 程度 減少 (245) 5.3/4 程 度 減少 (144) 6. 事 業 未 再開 (330) 
ロ 7. そ の 他 (30) 口 99. 未 回答 (37) 














前 回 














0% 20% 40% 60% 80% 100% 










今回 (229) N192% QE 出 35% 
























































建设 业 2.0%.9%4.6%3.0 so¢ 
前 回 (197) 21.8% NT. R15% 
六 | oan 18.4% Hl 00% 
I 前 回 (92) 川 ss% 
u 造 業 今回 (149) 中 2.0% 
(水産 加 
TO 前 還 de2) 人 用 xx 
」 今回 (567) BAN 21% 
刑 売 
小売 業 前 回 (525) [ - 55 222 | a 
“ro TN NN 0 En A 1 
その 他 
wars) EN NN ea AIN so 
に = ミニ 


0% 20% 40% 60% 80% 100% 
※1: 凡例 内 の ( ) は 、 今 回 調査 の 集計 対象 事業 所 数 を 示す 。 


※2: 全 体 及 び 産 業 分 類別 集計 の 「 事 業 が 再開 し て いな い 」 に は 、 今回 調査 で 「 事 業 が 再開 し て いな い 」 と 回 答 し た 68 
事業 者 に 、 前 回 調査 で 「 廃 業 」 が 確認 され た 262 事 業者 を 加え た 。 
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調査 結果 の 概要 (S) 現在 の 課題 
現在 の 課題 の 中 で 回 答 する も の を 3 つ 選 択 








〇 現在 抱え て いる 課題 (3③ つ 選択 ) で は 、「 売 上 ・ 利 益 率 の 低下 」 と 回 答 し た 事業 者 が 42.6% 
(575/1.349) で 最も 割合 が 高く 、 次 いで 「 雇 用 の 確保 (3O.8%) 」 の 割合 が 高かっ た 。 
前 回 調査 と 同様 に 、「 売 上 ・ 利 益 率 の 低下 」 や 「 雇 用 の 確保 」 の 割合 が 高かっ た 。 
〇 産業 分 類別 で は 、 建 設 業 で 「 雇 用 の 確保 (G1.5%) 」 の 割合 が 最も 高い 。 
水産 加工 業 で は 、「 雇 用 の 確保 (47.9%) 、 売 上 ・ 利 益 率 の 低下 (40.8%) 」 の 割合 が 、 
製造 業 で は 、「 売 上 ・ 利 益 率 の 低下 (44.0%) 、 雇 用 の 確保 (36.2%) 」 の 割合 が 高い 。 
卸売 小売 業 で は 、「 売 上 ・ 利 益 率 の 低下 (56.7%) 、 取 引 先 の 減少 (38.2%) 」 の 割合 
が 、 そ の 他 の 産業 で は 「 売 上 ・ 利 益 率 の 低下 (40.2%) 」 の 割合 が 高い 。 











前 回 (H25.8) 今回 (H26.2) 
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ぐ 産 業 分 類別 で の 課題 > 


口 建 设 口水 产 加 工业 ロ 製 造 業 (116) 卸売 小売 業 ロ そ の 他 
(200) (71) (水産 加工 業 以外 ) (432) (530) 
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秒 夏 麻 展 丈 总 上 IT ララ 
殺 羽 








避 广 9 绊 入 时 注 5 ジジ ナル テル ルレ 
团 
H 


~ a’ 一 ] Oo COD 一 
運 三 。 雇 m 原 利 何事 確 事 © 
の 転生 借用 電材 人工 上 奉 業 侯 業 る 
不 资 人 人 が 料 の が 针 2 H 他 
足 金 務 困 働 低下 中 画 全 地 
负 ”风力 難 品 下る の の 
担 の の 


※ 人 凡例 内 の ( ) は 、 今 回 調査 の 集計 対象 事業 所 数 を 示す 
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